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「総合的な探究の時間」の理論と実践 
― 高等学校段階における探究学習を通して ― 
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はじめに 

総合的な学習は、探究的な見方・考え方を働かせ、横断的・総合的な学習を

行うことを通して、よりよく課題を解決し、自己の生き方を考えていくための

資質・能力を育成するという趣旨で、1998（平成 10）年に学習指導要領に明記

されて、小・中学校、さらに高等学校で授業が始まり、現在まで約 20 年間、試

行錯誤の中で教育実践が進められてきた教育課程の新しい制度である(1)。現在、

変化の激しい社会に対応してよりよく問題を解決する資質や能力が必要とされ

る知識基盤社会の時代においてますます重要な役割を果たすものである。 

この総合的な学習について、まず、学習指導要領を通して、制度としての創

設から約 10 年ごとの 2 回の改訂に伴う目標、内容、内容の取扱いの変化など

を明らかにしながら、文部科学省の意図とする教育内容の概要を明らかにする。

そして総合的な学習についての日本唯一の学会である日本生活科・総合的学習

教育学会の学会誌である『せいかつ＆そうごう』に掲載された論考を紹介し、

創設当初から現在までの研究の動向を探る。 

総合的な学習は、小学校、中学校、高等学校の各段階で実施されているが、本稿

では、全国的にみると実践研究の少ない高等学校段階の生徒を対象とした教育実践

について論じる。自らの学校現場における経験をもとにした実践を紹介し、目標、

内容、内容の取扱いなどについて論じることにする。本稿で紹介する実践が、果た

して学習指導要領に即した有効性のあるものであったのか。改めて検証してみたい。 
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1 高等学校における「総合的な学習の時間」の創設から現在まで 

学習指導要領とは、学校教育法施行規則を根拠として文部科学大臣が示す教

育課程の基準である。小学校、中学校、高等学校などの学校ごとに決められた

教科等に対して、その内容を規定している。また、教科等の指導内容ばかりで

なく児童・生徒の教科書や時間割などは、この学習指導要領の内容を基準とし

て作成されている。この学習指導要領は、教育をめぐる状況の変化に対応する

ために、約 10 年おきに改訂がおこなわれている(2)。 

次に 20 年間にわたり、2 回の改訂を経てきた総合的な学習について、3 回分

の学習指導要領の記載内容を対応させながらまとめたものが表 1 である。最初

の記載内容から約 20 年を経て、どのような内容が付加されて、さらに再構成

されてきたかがわかる。なお、2 回の改訂を経ても変わらない基本的な内容や

項目についてはわかりやすくするために太字にして示してある。 

2009（平成 21）年に最初の改訂があった。この改訂では、それまで、総則の

なかに位置づけられていた「総合的な学習の時間」が「第 4 章 総合的な学習

の時間」として、章立てされて、目標、各分野の目標及び内容、指導計画の作

成と内容の取扱いが示された(3)。他の英語や国語などの教科と同様に章立てし、

目標、各学校において定める目標及び内容、指導計画の作成と内容の取扱いと

いう形式で提示されたことになる。 

さらに、その 10 年後の改訂で、現在の学習指導要領に至っている。新学習指

導要領と言われている 2018（平成 30）年告示の高等学校学習指導要領は、全

国の高等学校で 2022（令和 4）年から年次進行で実施することになっている。

本稿でも、2018（平成 30）年告示の学習指導要領の内容を扱う場合は、新学習

指導要領と呼ぶことにする。 
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表 1 高等学校学習指導要領における総合的な学習についての記載事項 

1999（平成11）年告示 
2009（平成21）年告示 

（旧学習学習指導要領） 

2018（平成30）年告示 

（新学習指導要領） 

１章 総則 

 

第４款 総合的な学習

の時間 

 

１ 総合的な学習の時間

においては、各学校は、地

域や学校、生徒の実態等

に応じて、横断的・総合的

な学習や生徒の興味・関

心等に基づく学習など創

意工夫を生かした教育活

動を行うものとする。 

 

２ 総合的な学習の時間

においては、次のような

ねらいをもって指導を行

うものとする。 

 

（１）自ら課題を見付け、

自ら学び、自ら考え、主

体的に判断し、よりよく

問題を解決する資質や

能力を育てること。 

 

（２）学び方やものの考え

方を身に付け、問題の解

決や探究活動に主体的、

創造的に取り組む態度を

育て、自己の在り方生き

方を考えることができる

ようにすること。 

 

（３）各教科・科目及び特

別活動で身に付けた知識

や技能等を相互に関連付

け、学習や生活において

生かし、それらが総合的

に働くようにすること。 

第４章 総合的な学習の時間 

 

第１ 目 標 

 

横断的・総合的な学習や探究

的な学習を通して、自ら課題

を見付け、自ら学び、自ら考

え、主体的に判断し、よりよく

問題を解決する資質や能力を

育成するとともに、学び方や

ものの考え方を身に付け、問

題の解決や探究活動に主体

的、創造的、協同的に取り組む

態度を育て、自己の在り方生

き方を考えることができるよ

うにする。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 各学校において定める

目標及び内容 

 

第４章 総合的な探究の時間 

 

 第１ 目 標 

 

探究の見方・考え方を働かせ、

横断的・総合的な学習を行う

ことを通して、自己の在り方

生き方を考えながら、よりよ

く課題を発見し解決していく

ための資質・能力を次のとお

り育成することを目指す。 

 

（１）探究の過程において、課

題の発見と解決に必要な知識

及び技能を身に付け、課題に

関わる概念を形成し、探究の

意義や価値を理解するように

する。 

 

（２）実社会や実生活と自己と

の関わりから問いを見いだ

し、自分で課題を立て、情報を

集め、整理・分析して、まとめ・

表現することができるように

する。 

 

（３）探究に主体的・協働的に

取り組むとともに、互いのよ

さを生かしながら、新たな価

値を創造し、よりよい社会を

実現しようとする態度を養

う。 

 

 

 

 

第２ 各学校において定める

目標及び内容 
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３ 各学校においては、

上記１及び２に示す趣旨

及びねらいを踏まえ、総

合的な学習の時間の目標

及び内容を定め、地域や

学校の特色、生徒の特性

等に応じ、例えば、次の

ような学習活動などを行

うものとする。 

 

ア 国際理解、情報、環

境、福祉・健康などの横

断的・総合的な課題につ

いての学習活動 

 

イ 生徒が興味・関心、

進路等に応じて設定した

課題について、知識や技

能の深化、総合化を図る

学習活動 

 

ウ 自己の在り方生き方

や進路について考察する

学習活動 

 

４ 各学校においては、

学校における全教育活動

との関連の下に、目標及

び内容、育てようとする

資質や能力及び態度、学

習活動、指導方法や指導

体制、学習の評価の計画

などを示す総合的な学習

の時間の全体計画を作成

するものとする。 

 

５ 各学校における総合

的な学習の時間の名称に

ついては、各学校におい

て適切に定めるものとす

る。 

 

１ 目 標 

 

各学校においては、第１の目

標を踏まえ、各学校の総合的

な学習の時間の目標を定め

る。 

 

２ 内 容 

 

各学校においては、第１の目

標を踏まえ、各学校の総合的

な学習の時間の内容を定め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 目 標 

 

各学校においては、第１の目

標を踏まえ、各学校の総合的

な探究の時間の目標を定め

る。 

 

２ 内 容 

 

各学校においては、第１の目

標を踏まえ、各学校の総合的

な探究の時間の内容を定め

る。 

 

３ 各学校において定める目

標及び内容の取扱い 

 

各学校において定める目標及

び内容の設定に当たっては、

次の事項に配慮するものとす

る。 

 

（１）各学校において定める目

標については、各学校におけ

る教育目標を踏まえ、総合的

な探究の時間を通して育成を

目指す資質・能力を示すこと。 

 

（２）各学校において定める目

標及び内容については、他教

科等の目標及び内容との違い

に留意しつつ、他教科等で育

成を目指す資質・能力との関

連を重視すること。 

 

（３）各学校において定める目

標及び内容については、地域

や社会との関わりを重視する

こと。 

 

（４）各学校において定める内

容については、目標を実現す

るにふさわしい探究課題、探

究課題の解決を通して育成を
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６ 総合的な学習の時間

の学習活動を行うに当

たっては、次の事項に配

慮するものとする。 

 

（１）目標及び内容に基づ

き、生徒の学習状況に応

じて教師が適切な指導を

行うこと。 

 

（２）自然体験やボラン

ティア活動、就業体験な

どの社会体験、観察・実

験・実習、調査・研究、

発表や討論、ものづくり

や生産活動など体験的

な学習、問題解決的な学

習を積極的に取り入れる

こと。 

 

（３）グループ学習や個人

研究などの多様な学習

形態、地域の人々の協力

も得つつ全教師が一体

となって指導に当たる

などの指導体制について

工夫すること。 

 

（４）学校図書館の活用、

他の学校との連携、公民

館、図書館、博物館等の

社会教育施設や社会教

育関係団体等の各種団

体との連携、地域の教材

や学習環境の積極的な

活用などについて工夫す

ること。 

 

（５）総合学科において

は、総合的な学習の時間

における学習活動とし

て、原則として上記３の

イに示す活動を含むこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目指す具体的な資質・能力を

示すこと。 

 

（５）目標を実現するにふさわ

しい探究課題については、地

域や学校の実態、生徒の特性

等に応じて、例えば、国際理

解、情報、環境、福祉・健康な

どの現代的な諸課題に対応す

る横断的・総合的な課題、地域

や学校の特色に応じた課題、

生徒の興味・関心に基づく課

題、職業や自己の進路に関す

る課題などを踏まえて設定す

ること。 

 

（６）探究課題の解決を通して

育成を目指す具体的な資質・

能力については、次の事項に

配慮すること。 

 

ア 知識及び技能について

は、他教科等及び総合的な探

究の時間で習得する知識及び

技能が相互に関連付けられ、

社会の中で生きて働くものと

して形成されるようにするこ

と。 

 

イ 思考力、判断力、表現力等

については、課題の設定、情報

の収集、整理・分析、まとめ・

表現などの探究の過程におい

て発揮され、未知の状況にお

いて活用できるものとして身

に付けられるようにするこ

と。 

 

ウ 学びに向かう力、人間性

等については、自分自身に関

すること及び他者や社会との

関わりに関することの両方の

視点を踏まえること。 
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７ 職業教育を主とする

学科においては、総合的

な学習の時間における学

習活動により、農業、工

業、商業、水産、家庭若

しくは情報の各教科に属

する「課題研究」、「看

護臨床実習」又は「社会

福祉演習」（以下この項

において「課題研究等」

という。）の履修と同様

の成果が期待できる場合

においては、総合的な学

習の時間における学習活

動をもって課題研究等の

履修の一部又は全部に替

えることができる。また、

課題研究等の履修によ

り、総合的な学習の時間

における学習活動と同様

の成果が期待できる場合

においては、課題研究等

の履修をもって総合的な

学習の時間における学習

活動の一部又は全部に替

えることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３ 指導計画の作成と内容

の取扱い 

 

１ 指導計画の作成に当たっ

ては、次の事項に配慮するも

のとする。 

 

（１）全体計画及び年間指導計

画の作成に当たっては、学校

における全教育活動との関連

の下に、目標及び内容、育てよ

うとする資質や能力及び態

度、学習活動、指導方法や指導

体制、学習の評価の計画など

を示すこと。 

 

（２）地域や学校、生徒の実態

等に応じて、教科等の枠を超

えた横断的・総合的な学習、探

究的な学習、生徒の興味・関心

等に基づく学習など創意工夫

を生かした教育活動を行うこ

と。 

 

（３）第２の各学校において定

める目標及び内容について

は、日常生活や社会とのかか

わりを重視すること。 

 

（４）育てようとする資質や能

力及び態度については、例え

ば、学習方法に関すること、自

分自身に関すること、他者や

社会とのかかわりに関するこ

（７）目標を実現するにふさわ

しい探究課題及び探究課題の

解決を通して育成を目指す具

体的な資質・能力については、

教科・科目等を越えた全ての

学習の基盤となる資質・能力

が育まれ、活用されるものと

なるよう配慮すること。 

 

第３ 指導計画の作成と内容

の取扱い 

 

１ 指導計画の作成に当たっ

ては、次の事項に配慮するも

のとする。 

 

（１）年間や、単元など内容や

時間のまとまりを見通して、

その中で育む資質・能力の育

成に向けて、生徒の主体的・対

話的で深い学びの実現を図る

ようにすること。その際、生徒

や学校、地域の実態等に応じ

て、生徒が探究の見方・考え方

を働かせ、教科・科目等の枠を

超えた横断的・総合的な学習

や生徒の興味・関心等に基づ

く学習を行うなど創意工夫を

生かした教育活動の充実を図

ること。 

 

（２）全体計画及び年間指導計

画の作成に当たっては、学校

における全教育活動との関連

の下に、目標及び内容、学習活

動、指導方法や指導体制、学習

の評価の計画などを示すこ

と。 

 

（３）目標を実現するにふさわ

しい探究課題を設定するに当

たっては、生徒の多様な課題

に対する意識を生かすことが

できるよう配慮すること。 
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となどの視点を踏まえるこ

と。 

 

（５）学習活動については、地

域や学校の特色、生徒の特性

等に応じて、例えば国際理解、

情報、環境、福祉・健康などの

横断的・総合的な課題につい

ての学習活動、生徒が興味・関

心、進路等に応じて設定した

課題について知識や技能の深

化、総合化を図る学習活動、自

己の在り方生き方や進路につ

いて考察する学習活動などを

行うこと。 

 

（６）各教科・科目及び特別活

動で身に付けた知識や技能等

を相互に関連付け、学習や生

活において生かし、それらが

総合的に働くようにするこ

と。 

 

（７）各教科・科目及び特別活

動の目標及び内容との違いに

留意しつつ、第１の目標並び

に第２の各学校において定め

る目標及び内容を踏まえた適

切な学習活動を行うこと。 

 

（８）各学校における総合的な

学習の時間の名称について

は、各学校において適切に定

めること。 

 

（９）総合学科においては、総

合的な学習の時間の学習活動

として、原則として生徒が興

味・関心、進路等に応じて設定

した課題について知識や技能

の深化、総合化を図る学習活

動を含むこと。 

 

 

（４）他教科等及び総合的な探

究の時間で身に付けた資質・

能力を相互に関連付け、学習

や生活において生かし、それ

らが総合的に働くようにする

こと。その際、言語能力、情報

活用能力など全ての学習の基

盤となる資質・能力を重視す

ること。 

 

（５）他教科等の目標及び内容

との違いに留意しつつ、第１

の目標並びに第２の各学校に

おいて定める目標及び内容を

踏まえた適切な学習活動を行

うこと。 

 

（６）各学校における総合的な

探究の時間の名称について

は、各学校において適切に定

めること。 

 

（７）障害のある生徒などにつ

いては、学習活動を行う場合

に生じる困難さに応じた指導

内容や指導方法の工夫を計画

的、組織的に行うこと。 

 

（８）総合学科においては、総

合的な探究の時間の学習活動

として、原則として生徒が興

味・関心、進路等に応じて設定

した課題について知識や技能

の深化、総合化を図る学習活

動を含むこと。 
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２ 第２の内容の取扱いにつ

いては、次の事項に配慮する

ものとする。 

 

（１）第２の各学校において定

める目標及び内容に基づき、

生徒の学習状況に応じて教師

が適切な指導を行うこと。 

 

（２）問題の解決や探究活動の

過程においては、他者と協同

して問題を解決しようとする

学習活動や、言語により分析

し、まとめたり表現したりす

るなどの学習活動が行われる

ようにすること。 

 

（３）自然体験や就業体験活

動、ボランティア活動などの

社会体験、ものづくり、生産活

動などの体験活動、観察・実

験・実習、調査・研究、発表や

討論などの学習活動を積極的

に取り入れること。 

 

（４）体験活動については、第

１の目標並びに第２の各学校

において定める目標及び内容

を踏まえ、問題の解決や探究

活動の過程に適切に位置付け

ること。 

 

（５）グループ学習や個人研究

などの多様な学習形態、地域

の人々の協力も得つつ全教師

が一体となって指導に当たる

などの指導体制について工夫

を行うこと。 

 

（６）学校図書館の活用、他の

学校との連携、公民館、図書

館、博物館等の社会教育施設

や社会教育関係団体等の各種

団体との連携、地域の教材や

２ 内容の取扱いに当たって

は、次の事項に配慮するもの

とする。 

 

（１）第２の各学校において定

める目標及び内容に基づき、

生徒の学習状況に応じて教師

が適切な指導を行うこと。 

 

（２）課題の設定においては、

生徒が自分で課題を発見する

過程を重視すること。 

 

（３）第２の３の（６）のウに

おける両方の視点を踏まえた

学習を行う際には、これらの

視点を生徒が自覚し、内省的

に捉えられるよう配慮するこ

と。 

 

（４）探究の過程においては、

他者と協働して課題を解決し

ようとする学習活動や、言語

により分析し、まとめたり表

現したりするなどの学習活動

が行われるようにすること。

その際、例えば、比較する、分

類する、関連付けるなどの考

えるための技法が自在に活用

されるようにすること。 

 

（５）探究の過程においては、

コンピュータや情報通信ネッ

トワークなどを適切かつ効果

的に活用して、情報を収集・整

理・発信するなどの学習活動

が行われるよう工夫するこ

と。その際、情報や情報手段を

主体的に選択し活用できるよ

う配慮すること。 

 

（６）自然体験や就業体験活

動、ボランティア活動などの

社会体験、ものづくり、生産活
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備考・1999（平成 11）年の学習指導要領は、1999（平成 11）年 3 月告示当初のもので

ある。2002（平成 14）年 5 月、2003（平成 15）年 4 月、2003（平成 15）年 12

月に一部が改正されている。 

  ・2009（平成 21）年の学習指導要領は、2009（平成 21）年 3 月告示当初のもので

ある。2009（平成 21）年 12 月、2010（平成 22）年 5 月、2012（平成 24）年 6

月、2014（平成 26）年 1 月に一部が改正されている。 

  ・2020（平成 30）年の学習指導要領は、2020（平成 30）年 3 月告示のものであ

る。 

 

学習環境の積極的な活用など

の工夫を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

動などの体験活動、観察・実

験・実習、調査・研究、発表や

討論などの学習活動を積極的

に取り入れること。 

 

（７）体験活動については、第

１の目標並びに第２の各学校

において定める目標及び内容

を踏まえ、探究の過程に適切

に位置付けること。 

 

（８）グループ学習や個人研究

などの多様な学習形態、地域

の人々の協力も得つつ、全教

師が一体となって指導に当た

るなどの指導体制について工

夫を行うこと。 

 

（９）学校図書館の活用、他の

学校との連携、公民館、図書

館、博物館等の社会教育施設

や社会教育関係団体等の各種

団体との連携、地域の教材や

学習環境の積極的な活用など

の工夫を行うこと。 

 

（10）職業や自己の進路に関す

る学習を行う際には、探究に

取り組むことを通して、自己

を理解し、将来の在り方生き

方を考えるなどの学習活動が

行われるようにすること。 
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以上、表 1 によって、「総合的な学習の時間」の発足から現在までの学習指導

要領の内容を比較してみた。内容の骨子はほとんど同じであることがわかる。

2021（平成 30）年告示の学習指導要領は、新学習指導要領と呼ばれ、最も充実

した内容となっている。この学習指導要領の改訂内容を確認し、現在の「総合

的な探究の時間」の目標や内容等についてみていくことにする。 

今回の改訂では、まず、その名称が「総合的な学習の時間」から「総合的な

探究の時間」に変更された。小・中学校における「総合的な学習の時間」を基

盤とした上で、各教科・科目の特質に応じた見方・考え方を総合的・統合的に

働かせることに加えて、自己の在り方生き方に照らし、自己のキャリア形成の

方向性と関連付けながら自ら問いを見いだし、探究する力を育成するように目

標を改善している。探究という用語は、今回の学習指導要領改訂のキーワード

であり、他の教科においても、例えば古典探究、地理探究、日本史探究、世界

史探究、理数探究基礎、理数探究のように探究の名のつく科目が今回の改訂に

よって登場している。 

総合的な学習の時間の授業時数については、1999（平成 11）年の学習指導要

領では、卒業までに 105～210 単位時間を標準とし、各学校において、学校や

生徒の実態に応じて、適切に配当するものとするとしている(4)。これは,、標準

単位数に置き換えれば 1～2 単位ということになる。また、2009（平成 21）年

の学習指導要領では、単位については，1 単位時間を 50 分とし，35 単位時間

の授業を 1 単位として計算することを標準とするとした上で、標準単位数を 3

～6 単位(5)としている。2018（平成 30）年の学習指導要領も同様である(6)。こ

れは、1999（平成 11）年に標準単位数が 2 単位だったものが、2009（平成 21）

年以降は、現在まで 3～6 単位ということになった。つまり、高等学校入学時か

ら、週 1 時間は総合的な学習の時間の授業があるということを意味している。

場合によっては週 2 時間を使ってもよいということである。 

そして、学習内容や学習指導については、課題を探究するなかで、他者と協

働して課題を解決しようとする学習活動やまとめたり表現したりする学習活動、

コンピュータや情報通信ネットワークなどを適切かつ効果的に活用して、情報

を収集・整理・発信する学習活動を行うように指導されている。 
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さらに、自然体験や就業体験活動、ボランティア活動などの社会体験、もの

づくり、生産活動などの体験活動、観察・実験・実習・調査・研究・発表や討

論などの学習活動を積極的に取り入れることを重視していることが特徴として

挙げられる。 

 

2 総合的な学習の特質 

（１）「総合的な探究の時間」の成立 

次に、2016（平成 28）年に出された中央教育審議会答申や 2021（平成 30）

年告示の新学習指導要領を通して高等学校の「総合的な探究の時間」の特質に

ついて論ずることする。 

まず、小・中学校の「総合的な学習の時間」と高等学校の「総合的な探究の

時間」では、共通性と連続性があるとともに、学習から探究へと名称を変えた

部分にその特質が表現されている。 

2016（平成 28）年 12 月に取りまとめられた中央教育審議会(7)の答申(8)から、

その目標、成果、課題についてみていきたい。 

最初に、これまでの高等学校における総合的な学習の目標について以下の 2

点が記されている。 

①総合的な学習の時間は、学校が地域や学校、児童生徒の実態等に応じて、

横断的・総合的な学習など創意工夫を生かした教育活動を行う。 

②現行学習指導要領では、総合的な学習の時間を、教科等の枠を超えた横断

的・総合的な学習とすることと同時に、探究的な学習や協同的な学習とす

ることが重要であることを明示した。特に、探究的な学習を実現するため、

「課題の設定→ 情報の収集→ 整理・分析→ まとめ・表現」の探究のプロ

セスを明示し、学習活動を発展的に繰り返していくことを重視する(9)。 

そして、これまでの学習の成果については次のように記し、国際的に評価さ

れてきたとしている。 

全国学力・学習状況調査の分析等において、総合的な学習の時間で探究の

プロセスを意識した学習活動に取り組んでいる児童・生徒ほど各教科の正
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答率が高い傾向にあること、探究的な学習活動に取り組んでいる児童生徒

の割合が増えていることなどが明らかになっている。また、総合的な学習

の時間の役割は PISA(10)における好成績につながったことのみならず、学

習の姿勢の改善に大きく貢献するものとして OECD をはじめ国際的に高

く評価されている(11)。 

その上で、今後更なる充実が期待されることとして、課題について以下の 3

点が挙げられている。 

①「総合的な学習の時間」で育成する資質・能力についての視点である。「総

合的な学習の時間」を通してどのような資質・能力を育成するのかという

ことや、「総合的な学習の時間」と各教科等との関連を明らかにするという

ことについては学校により差がある。これまで以上に「総合的な学習の時

間」と各教科等の相互の関わりを意識しながら、学校全体で育てたい資質・

能力に対応したカリキュラム・マネジメントが行われるようにすることが

求められている。 

②探究のプロセスに関する視点である。探究のプロセスの中でも「整理・分

析」「まとめ・表現」に対する取り組みが十分ではないという課題がある。

探究のプロセスを通じた一人一人の資質・能力の向上をより一層意識する

ことが求められる。 

③高等学校における「総合的な学習の時間」の更なる充実という視点である。

地域の活性化につながるような事例が生まれてきている一方で、本来の趣

旨を実現できていない学校もあり、小・中学校の取り組みの成果の上に高

等学校にふさわしい実践が十分展開されているとは言えない状況にある(12)。 

このような答申の内容に基づいて新学習指導要領が告示されたものと考え

られる。高等学校にふさわしい実践が期待され、ここに「総合的な探究の時間」

ということで、小・中学校の「総合的な学習の時間」の「学習」から「総合的

な探究の時間」の「探究」へと変更されることとなった。 
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（２）目標の趣旨 

新学習指導要領においては、次の 3 つの目標が掲げられている。 

①探究の見方・考え方を働かせること 

②横断的・総合的な学習を行うこと 

③自己の在り方生き方を考えながら、よりよく課題を発見し解決していく

こと(13) 

①の探究の見方・考え方を働かせることが目標の冒頭に置かれているのは、

探究の過程を「総合的な探究の時間」の本質と捉えているからである。小・中

学校における「総合的な学習の時間」では「探究的な見方・考え方を働かせる」

としているのに対して、高等学校の「総合的な探究の時間」では「探究の見方・

考え方を働かせる」とし、探究そのものの重要性を強調している。 

②の横断的・総合的な学習を行うことについては、実社会や実生活における

問題は一つの決まった正しい答があるわけではなく、各教科・科目等で学んだ

見方・考え方を総合的に活用しながらさまざまな角度から捉え、考えていく必

要があるということであろう。 

③の自己の在り方生き方を考えながら、よりよく課題を発見し、解決してい

くことについては、高等学校段階の総合的な学習においては、自己の在り方生

き方を考えながら探究に取り組むことが大切であることを意味している(14)。高

等学校では、就職や進学などの自己の進路に関する課題に直面することになり、

他の課題に比較してこの比重が大きくなるのは当然である。 

育成すべき資質・能力について、日本の学校教育は、2003（平成 15）年に行

われた 2 回目の PISA で世界ランキングが急落するという「PISA ショック」

を受け、「生きる力」の理念を引き続き継承しながら、「何ができるようになる

か」を重視して、これからの学校教育で育成すべき資質・能力を「知識・技能」

「思考力・判断力・表現力等」「学びに向かう力・人間性等」の三本柱で整理し

たという経過を辿っている。総合的な学習における目標として掲げられた資質・

能力は、まさにこのことである。 
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（３）各学校において定める目標・内容・内容の取扱い 

新学習指導要領では、各学校において定める目標と内容、さらにその取扱い

について、前回の改訂よりも詳細に書かれているのが特徴である。 

まず、各学校における教育目標を踏まえ、学校ごとの目標を設定し、カリキュ

ラム・マネジメントを行う必要性が説かれている。これらのことは小・中学校

でも同様に重要であるとされているが、高等学校の場合には、特に学校ごとに

特色や個性が強く、必要性を自覚した上で、学校教育目標を踏まえて運営して

いかなかればならないことが記されている。 

そして、学校ごとに定める目標及び内容については、地域や社会との関わり

を重視することが明記されている。自ら課題を発見し、また解決する過程では、

地域の様々な人との関わりが生じることが考えられる。そうした学習活動では、

「これからも地域づくりに参画し、さらによい地域にしていきたい。」、「自分た

ちは地域や社会の未来に対して責任があるし、それを果たしていくことはやり

がいのあることだ。」など、課題の解決に取り組み、そうしたことで自信や責任

感が育まれて地域や社会の一員であるとの意識も醸成されていく。 

さらに、各学校において、これらのことに配慮しつつ、目標及び内容を決め

ることが求められている。 

目標を実現するにふさわしい探究課題については、地域や学校の実態、生徒

等に応じて、以下のような課題が例として挙げられている。 

①国際理解、情報、環境、福祉・健康などの現代的課題に対応する横断的・

総合的な課題 

②地域や学校に応じた課題 

③生徒の興味・関心に基づく課題 

④職業や自己の進路に関する課題(15) 

①の国際理解、情報、環境、福祉・健康などの現代的課題に対応する横断的・

総合的な課題については、正解や答えが一つに定まっているものではなく、従

来の教科・科目の枠組みでは必ずしも適切に扱うことができないのが特徴であ

る。 
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②の地域や学校に応じた課題とは、町づくり、伝統文化、地域経済、防災、

都市計画、観光など、各地域や各学校に固有の諸課題である。これも従来の教

科・科目の枠組みでは必ずしも適切に扱うことができないものである。しかも、

生徒にとっては、自分自身の取り組みが地域や社会を変え、社会に参画し貢献

していることを実感できる課題である。 

③の生徒の興味・関心に基づく課題については、生徒がそれぞれの発達段階

に応じて興味・関心を抱きやすい課題のことである。個々の生徒が、日常の生

活はもちろん各教科・科目における学習の進展に応じて興味・関心を持つこと

が期待できる課題でもある。「総合的な探究の時間」は、生徒が、自ら学び、自

ら考える時間であり、生徒の主体的な学習態度を育成する時間、自己の在り方

生き方を考えながら探究できるようにすることをめざした時間である。その意

味からその解決を通して具体的な資質・能力を育成していくことは重要なこと

である。 

④の職業や自己の進路に関する課題については、中等教育の最終段階にある

生徒にとって、自己の在り方に関する思索を自分自身の進路に結びつけ、現実

的に検討する上で必要となる諸課題のことである。この時期の生徒は、人間と

しての在り方や将来の生き方について、深く考えることを求めているとともに、

就職や進学などについて、現実的に検討することを迫られている。職業や自己

の進路について、この両面から探究しあい、自己の中で統合できるまで導くこ

とは、生徒の人間形成において、極めて重要である。 

以上、こうした課題を「総合的な探究の時間」の探究課題として取り上げ、

具体的な学習活動としていくことには意義があると考えられる。 

 

（４）指導計画の作成と内容の取扱い 

「総合的な探究の時間」では、他の教科と異なり、指導計画の作成と内容の

取扱いについての記載がある。それは、他の教科に比較してカリキュラム・マ

ネジメントが重要であることを示している。総合的な学習には、他の教科に付

随する教科書・副読本というものが存在しない。また、教員の中には、自分が
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児童・生徒だった時期に、「総合的な学習（探究）の時間」の授業そのものを受

けた経験がない者が多い(16)。 

まず、授業運営における全体計画と年間指導計画の作成が必要である。全体

計画とは、指導計画のうち、入学してから卒業するまでを見通して、教育活動

の基本的な在り方を概括的・構造的に示すものである。一方、年間指導計画と

は、全体計画を踏まえ、その実現のために、どのような学習活動をどのような

時期に、どのくらいの時数で実施するかなどを示すものである。そして、この

二つの計画において、各学校が定める目標と、目標を実現するためにふさわし

い探究課題等を明確にすることが重要である。さらには、それらとの関連にお

いて生み出される学習活動、その実施を推進していく指導方法や指導体制、生

徒の学習状況等を適切に把握するための評価が必要である。 

また、この「総合的な探究の時間」の名称は、各学校において適切に定める

ものとされている。教育課程の基準上の名称は「総合的な探究の時間」である

が、学習活動の特質、学校の取り組みなどを踏まえて、例えば、「自由研究」と

いう名称でもよいということである(17)。 

指導計画の作成と内容に取扱いについて、新学習指導要領では、再構成され

るだけではなく、新しく加わった項目もある。例えば、障害のある生徒などに

対して、学習活動を行う場合に生じる困難さに応じた指導内容や指導方法の工

夫を計画的、組織的に行うことなどの配慮事項が加えられた(18)。 

また、探究の過程においては、コンピュータや情報通信ネットワークなどを

適切かつ効果的に活用して、情報を収集・整理・発信するなどの学習活動が行

われるように工夫すること、その際、情報や情報手段を主体的に選択し活用で

きるように配慮することなど、コンピュータの総合的な学習への活用が奨励さ

れている(19)。 
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2 先行研究にみる総合的な学習 

高等学校段階での総合的な学習について、どのような実践研究が積み重ねら

れてきたのであろうか。このことについて、日本で唯一の学会である日本生活

科・総合的な学習教育学会の学会誌である「せいかつ＆そうごう」から高等学

校段階での実践研究を年代順に追っていくことにする(20)。 

2001（平成 13）年からみていくと、2008（平成 20）年に「私の授業づくり」

の欄(21)で今井英文氏が、勤務する岡山市立岡山後楽館高等学校の 2・3 年生に

実施した「卒業研究」という名称の総合的な学習についてまとめられている(22)。

基本は個人研究である。各自で発表をおこない、レポートにまとめるというス

タイルである。その過程での個人面接による指導、代表者による発表会などが

報告されている。学習指導要領の趣旨に則った個人研究主体の総合的な学習で

あり、本稿もこの実践研究の類に属するものであるが、運用面での工夫や苦労、

さらに課題については記されていない。紙面の関係だと推測するが、追試行し

ようとする教員にとっては、こうした叙述は必要不可欠である。 

2012（平成 24）年には、特集として熊本県立鹿本高等学校が「Q タイム」の

取り組み」と題した実践を報告されている(23)。1999（平成 11）年より同校が文

部科学省の研究開発校の指定を受け、取り組んできた成果を紹介したものであ

る。1 年生から 3 年生まで段階的にカリキュラム・マネジメントが行われ、1 年

生には仮想都市の市職員となったと仮定して現代的な課題に取り組むという学

習が行われ、2 年生には「小さな博士」を目指して個人レベルでの課題研究を

行い、3 年生には、今までの研究成果をキャリア教育とつなげ、大学や社会と

の接続を目指すものであるとしている。この実践は、現在も当時のカリキュラ

ムを改良しながら継続中で、「日本一の「総合的な学習の時間」を実践している

学校である。」と述べている(24)。この総合的な学習は教職員全員で取り組んだ

成果であり、一人の教員の力ではなし得るものではなく、文部科学省の研究開

発校として自他ともに認知され、そうした体制のなかで、これからの教育のあ

り方や地域における鹿本高等学校の役割、保護者や教師の思いなどを改めて見

つめ直し、生徒たちの実態を把握し、彼らに対して本当に 「つけたい力」とは
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何なのかを考えながらこうした素晴らしい実践が行われているということにな

る。学ぶべき実践研究である。 

2017（平成 29）年には、特集として米持武彦氏が、社会に開かれた教育課程

のモデル地域として大分県佐伯市域にある各学校が「総合的な学習の時間」に

取り組んできた成果を報告されている。報告によると、小・中学校における連

携した「総合的な学習の時間」の改善や充実に向けた取り組みは進んでいるよ

うであるが、高等学校の方は、指導計画や情報交換を実施したとはしているも

のの、その活動については何も記されていなかったのが残念である(25)。 

2019（平成 31）年には、廣瀬志保氏が勤務校の山梨県立吉田高等学校で担当

した実践を報告された。商品開発したクッキーをイベントで販売したり、地域

防災に関係した防災トランプを作成したりと幅広い活動を展開している。また、

生徒自身がこれらの取り組みの進展を客観的に認知できるようにポートフォリ

オ形式による「振り返り」作業を行っている(26)。 

以上、総合的な学習が創設されてからの学会誌『せいかつ＆そうごう』の高

等学校での実践研究についてまとめてみた。 

高等学校段階での実践研究は、このように極めて少ないのが特徴である。高

等学校は、小・中学校と異なり、各教科の授業はそれらを専門とする教員によっ

て担われている。従って、高等学校の教員は、自らの専門教科・科目があり、

その指導に創意工夫を持って授業に臨んでおり、総合的な学習にまで手が回ら

ないのが現実である。さらに、総合的な学習が 2002（平成 14）年度より実施

された新教科であったこともあり、暗中模索の状況がしばらく続いていたこと

も事実である。 

 

3 総合的な学習の実際－高等学校における実践を通じて－ 

（１） 学校の実態と実態に応じた目標 

総合的な学習を実施するには、生徒集団の習熟度を考慮することが重要であ

る。過去に紹介された実践を勤務校で同じように実施しようとしても生徒集団

の習熟度を考慮しなければうまくいかない。生徒集団の習熟度に適した形で目
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標や年間指導計画を作成していくことが肝要である。また、総合的な学習の場

合は、さらに教員同士での理解を深めて協力する体制を構築する必要がある。

本章では、実際に教育現場での体験をもとにした総合的な学習について論じる

ことにする。 

実践の内容は千葉県立東葛飾高等学校のもので、筆者が勤務していた高等学

校の一つである。1924（大正 13）年に旧制中学校である千葉県立東葛飾中学校

として創立し、90 年以上の歴史を持つ千葉県柏市内にある伝統校である。現在

でも大学進学を考える習熟度の高い生徒が集まる進学校である。同じ敷地内に

併設型中学校をつくられた。40 人定員のクラスで 2 クラス分が中学生の卒業生

で、高等学校から 6 クラス分の生徒が加わり、合わせて 8 クラス編成で学年が

構成されている。男女の比率は 1 対 1 である。定時制高等学校も併設されてお

り、午後 5 時からは、全日制の生徒と交代して定時制の授業が行われている。

全国でも全日制高等学校、定時制高等学校、中学校が同じ敷地内で展開されて

いる学校は極めて少ない。制服はなく、私服で通学している。校風は自由であ

り、校則も社会常識に逸脱しない程度のものである。勉強以外の行事が非常に

盛んであり、例えば、体育祭を 4 日間続けておこない、文化祭は文化系・運動

系のクラブの生徒たちを中心として行う文化祭が 1 回、さらにクラスの生徒た

ちを中心として行う文化祭が 1 回と計 2 回も実施している。合唱祭も市内の文

化会館を 1 日貸し切り、保護者も招待して実施する。3 つ合わせて三大祭と呼

ばれて、これらの行事も伝統になって、この高等学校の特色として学校案内に

も紹介されている。また、生徒会があり、これらの行事の運営に熱心に取り組

んでいる。本稿で取り上げているのは、この東葛飾高等学校の全日制における

「総合的な探究の時間」への取り組みである。 

学習指導要領には、各学校における教育目標を踏まえ、目標と育成を目指す

資質・能力を示すことと記されている。 

この高等学校の教育目標は、「自主自律」という校是のもと、自らを律するこ

とで、学力、人間力、教養を高め、グローバル社会で活躍できる人材を育成す

ることである。この目標に見合った総合的な学習を実施することになる。また、

さらに重点目標として、 



224 

①中高一貫教育重点校として生徒の高いレベルの学力育成 

②変化に対応できる逞しく規律ある生徒の育成 

③グローバル社会に対応する幅広い教養教育の充実 

④安心・安全な教育環境づくり 

⑤キャリア教育の充実及び進路実現への対応 

⑥地域、保護者等との連携の充実 

⑦教員相互の錬磨による授業力の向上 

⑧医歯薬コース(27)並びに併設中学校の円滑な運営 

ということになっている(28)。 

まず、「総合的な探究の時間」の学校独自の名称は「自由研究」である。目標

は、第一に個人あるいは共同で自由に研究課題を設定し、主体的に研究しよう

というものである。 

 

（２）「自由研究」の概要 

千葉県立東葛飾高等学校では、総合的な学習として「自由研究」という名称

の授業が行われている。1 年から 3 年までの生徒が全員でジャンル別にわかれ

て指定された教室に集まり、それぞれのジャンルごとに担当する教員を配置し

て、生徒に研究をしてもらい、面接や発表、さらにはレポート提出を通して研

鑽を積んでもらおうというものである。 

ゼミ形式で自由な研究課題による授業の時間をつくりたいという生徒の要

望から 1970（昭和 45）年に生まれたが、当初は、「自由研究」という名称の学

校設定教科であった。「自由研究」の誕生には、教員と共に生徒も加わっている

という歴史がある。現在も生徒会の委員会に自由研究検討委員会というものが

あり、ジャンルづくり、希望調査の分類、紀要の作成、文化祭での発表会の運

営などで「自由研究」の授業のために活動している。紀要の巻頭言は、校長の

挨拶文であるが、その次頁には、自由研究検討委員会委員長の生徒の挨拶文が

掲載されているのである。自分たちがつくった教科であるという意識が現在の

自由研究のあり方の根底にあると考えられる。 
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2000（平成 12）年 3 月に開かれた職員会議で、「総合的な学習の時間」に移

行する「自由研究」の取扱いについて以下のように変更した。 

・「自由研究」を必履修とし、未履修の場合は当該生徒を原級に留め置く。履

修のための条件は他の教科科目に準じ、当該生徒の「自由研究」の出席時

数が年間実施時数の 3 分の 2 以上であることとする。顧問の出張・休暇に

よる自習の場合も各ジャンルの生徒の出欠は把握されなければならない。 

・「自由研究」の単位認定には、レポートの提出を条件とする。但し実技系ジャ

ンルにおいては、作品の提出をもってレポートに代えることができる(29)。 

このことから、千葉県立東葛飾高等学校では、1970（昭和 45）年に学校設定

教科である「自由研究」という科目が始められ、伝統的に継続してきていたが、

総合的な学習がはじまり、学習指導要領に明記された目標や内容が、いままで

実施されてきた「自由研究」と適合していたため、そのまま名称を「自由研究」

のままとし、「総合的な学習（のちに探究）の時間」として振り替えてきていた

ことになる。 

 

（３）授業運営の実際 

次に「自由研究」をどのようにして実施しているのか。実務的な面から述べ

ることにする。授業は、全校一斉に同じ曜日の同じ時限に実施する。運営の統

轄は、教務部の自由研究係の教員を中心に行っている。 

まず、最初は、クラス担任が「総合的な探究の時間」を担当し、ホームルー

ムで授業の内容を説明することになっている。 

資料 1 が、4 月当初に配布されたシラバスの内容である。カリキュラム・マ

ネジメントの重要性が唱えられるようになって、全国各地の高等学校でもシラ

バスを作成するようになってきており、これが、2017（平成 29）年の自由研究

についてのシラバスの内容である(30)。 
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資料 1 「自由研究」のシラバスにおける記載内容 
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まず、到達目標と学習計画及び評価方法について記されている。「総合的な探

究の時間」とはせず、名称は「自由研究」となっている。単位は 1 単位である。

高等学校では 1 単位は 1 時間に相当するので、毎年、週 1 時間の授業というこ

とになる。3 年間、週 1 時間実施されている。 

到達目標は、個人あるいは共同で興味関心のある研究課題を選び、研究しよ

うというものである。基本的には個人研究が中心で、共同で研究する場合は許

可を必要としている。さらに目標として、生徒個人に内在する学問的欲求を意

識化し、それを主体的に解決できる自己を形成していくことと記されている。 

学習計画及び評価方法については、大まかな学習内容が書かれてあり、学習

会、ディベート、実験などの多岐にわたる活動を保障している。備考には、定

期考査や受験のための試験勉強をしてはならないと明記してある。これは、開

始当初の授業でかならず口頭で注意すべき事項である。生徒の中にはシラバス

を読んでいない者が多くいるからである。また、評価はレポートの提出を条件

としていることがわかる。数値的な評定は行わないとあり、他の教科のような

5 段階評価はしないとしている。生徒の中には、この授業は 5 段階での成績が

出ないので、推薦入学のための評定値の平均には影響しない教科だとして軽ん

じる者がおり、そうしたことにならないように注意をする必要がある。 

次に各生徒は、ある程度まとまったジャンルに分かれて研究をすることにな

るが、、どのようなジャンルがあるのだろうか。授業の説明の際に、次のような

研究ジャンルについての資料（資料 2）を配付している。 

大きくは、個人研究、文化系共同研究、体育系共同研究、そして医歯薬共同

研究である。個人研究は「1 古典研究」、「2 日本近代文学」、「3 外国文学」、「4

数学」、「5 コンピュータ・プログラム」など、20 以上のジャンルに分かれてい

る。さらに、ジャンルごとにどのような研究課題があるかを紹介している。例

えば、「9 政治・経済」では、株の研究、世界経済について、財閥について、民

法研究、マルクス資本論、GNP、国際原油価格高騰など、過去の研究課題とし

て取り上げられたものが紹介されている。 

文化系共同研究は、生徒や職員が発起人となって実施するもので、20 人以上

の人数が必要となる。全校の生徒と職員で動き出すので、早めに締め切る必要
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がある。共同研究に一人の教員を配置しなければならないからである。なぜな

ら、担当する教員が授業の運営を行い、レポートを提出させて、単位の認定の

ための資料を作成しなければならないからである。これらの共同研究は「自由

研究」に理解を示し、積極的に取り組みたいという教員によるもので、留学経

験のある英語教員によるハリー・ポッターの原書講読や個人的に研究を続けて

いる社会科教員による民俗学研究などである。 

また、これらのジャンル一覧の中に属さないものは選んではいけないことに

なっている。例えば、囲碁、将棋、プロレス研究、腕相撲研究、プロ野球研究、

競馬研究、ギャンブル研究、トランプ研究などである。生徒の習熟度を考えた

ときに、この規定はやはり守った方がよいと考えている教員が多い。担任をし

ていたときに、4 月のジャンル説明の授業で、クラスの生徒の中に、将棋は日

本の文化ではないかとか、囲碁は東大でも授業で教えているではないかなどと

教卓を取り囲まれて抗議された経験がある。生徒はできれば遊びを兼ねた場に

したい、教員はあくまで学習の場にしたいという双方の思惑が衝突することに

なる。 

研究課題に合わせて教員が割り振られる。できるだけ各教員の専門教科に合

わせて研究課題のジャンルを担当してもらっている。約 1000 人の生徒を 60 人

程度の教員で担当するので、一人の教員で担当するのが 15～20 人前後という

ことになる。「7 日本史」は日本史担当の教員が、「11 地学」は地学担当の教員

が担当するようにすると、個人研究に様々なアドバイスができるので研究が質

の高いものになりやすい。しかし、現実には、教員が専門外の担当になること

があり、そうした場合は、研究内容によいアドバイスができない支障が生じる

ことがある。 
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資料 2 自由研究のジャンル一覧 
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さらに、これだけ多くのジャンルに生徒が分散すると、授業する場所も足り

なくなる可能性が出てくる。施設については、1 学年 10 クラス編成仕様で建設

された校舎であったので、教室だけで 30 教室、さらに社会科室、生物室、化学

室などの教科専用の教室などの空いている教室をすべて利用してやり繰りして

いた。現場では、人員や場所の確保は、「総合的な探究の時間」の運営に切実な

問題である。 

また、学習指導要領では、学校図書館の活用が奨励されているが、全員が一

度に集まることはできないので、1 年から 3 年までの 2 クラスずつ、希望者が

図書館に資料の閲覧に行くことができるようにしている。 

さて、資料 2 を参考に興味関心のある研究課題を自ら考え、その研究課題が

属するジャンルはどれかを決めて、研究課題の内容とジャンルの番号を所定の

用紙（希望票）に記入して提出する。希望票は第 3 希望まで書いて担任に提出

する。1 グループは、教室が 40 人の机と椅子しかないので、定員が 40 人にな

る。迷ったりしている生徒がいれば、面接をするようにしていた。 

次にその希望用紙を全校生徒分集めた段階で、これらの用紙は、自由研究検

討委員会に集められて、生徒たちでジャンルごとのグループを作り、配分する

作業を行う。歴史でも日本史の分野か、世界史の分野かなどを生徒たちが判断

している。グループをジャンルごとにまとめて、研究場所を決めたあと、再び

クラスごとに分け直す。 

さて、こうしてグループ分けの作業が終了して、次の授業の時間には、ジャ

ンルごとに決まられた教室に集まる。1 年生から 3 年生まで同時に移動し集合

する。 

ここから個人研究が始まることになる。グループの内容に応じて、教室、地

学室、化学室、生物室、家庭科室、音楽室、体育館などに分かれて、研究を行

う（写真 1・2・3 参照）。 

ジャンル別に集められた教室で、それぞれ顧問の教員が配置され、授業の監

督を行う。担当の顧問は、一人ずつ研究課題について面接を行う。その際に、

教科横断的な研究課題があると、この研究課題は、別のジャンルのグループの

方がよいのではないかと指導して配置転換をおこなっている。例えば、古事記
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が研究課題であっても、テキストとしての古事記を研究するのか、古事記を含

めた古代日本の歴史について研究するのかでは、グループが異なるからである。 

 

 
写真 1 自由研究の様子 

（音楽室を別の研究グループが使用しているため、作法室を使用している。） 
 

  
写真 2 自由研究の様子（化学室） 

 
写真 3 自由研究の様子 

（家庭科室） 
 

（４）年間指導計画の内容と留意点 

年間指導計画（表 2）を通じて、指導内容とその時々の教員の動きや注意事

項についてみていきたい。 
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まず、4 月の最初の 1 時間目の授業は、生徒の所属するクラスの担任の指導

のもとで始まる。ここで「自由研究」という授業の歴史、目標、年間計画の概

略、諸注意などについての話をする。2 時間目には、1 年間取り組む研究課題を

決めておいて希望用紙に記入する。担任は簡単な面接を行って確認する。3 時

間目には全校生徒が約 60 のジャンルに分かれ、それぞれ決められた教室に集

まって、それぞれのジャンルに割り振られた担当の顧問のもとで研究にはいる

ことになる。 

その後、約 1 年間、研究を続ける。3 年生は受験があるので、1 月にレポー

トを提出し、1・2 年生は、2 月に提出することになっている。 

レポート提出について、「総合的な学習（探究）の時間」が誕生し、学習指導

要領にその実施について記されて、必履修する授業となったことで、すべての

生徒が履修し、そののち単位を修得しなければならないことになった。レポー

トは単位修得のためにかならず提出することになったわけである。その意味で、

生徒の意識が高まったと言える。 

さて、「自由研究」を進めるにあたって、各担当の顧問は、月ごとに大まかな

流れを把握して必要がある。大まかな年間指導計画が表 2 である。 

5 月からジャンルごとに集まった生徒ごとの教室での研究活動が開始される。

この時点で、ある程度、軌道に載ったことになる。夏休みまでは、毎週、同じ

教室に集まり、研究活動をしてもらうことになる。顧問は、適宜、生徒と面接

してアドバイスをするようにする。 

夏休みは、普段の授業時間ではできないような調査・資料探索を行ってもら

う。 

9 月は、中間発表会で、一人 10 分程度、研究の進捗状況について話をする。

このような発表会を催すことで生徒の研究活動に刺激を与えることになる。一

人 10 分といっても、全ての生徒が発表を終わるのに 2～3 回の授業時間を要す

る。高校生に研究したことを発表する楽しさや面白さを体験してもらう。楽し

く話している生徒がいれば、刺激を受けて、よし自分もがんばろうという気持

ちになることが大切である。 
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表 2 年間指導計画 

期 間 指導内容 生徒の活動 

4 月 

クラス担任による指導 
自由研究の概要説明 
個人面談 
ジャンル希望調査 

興味・関心のある研究課題を探しだし、

探究の見通しを具体的にし、計画書を

作成して発表する。 

5 月 
～ 

7 月 

担当顧問による指導 
ジャンル別に集合 
研究の開始 
個人面談 

研究課題や研究方法についてアドバイ

スを受けながら研究を進める。 

8 月 夏期休暇 
この時期にしかできない調査やフィー

ルドワークなどを行い、研究の進展を

はかる。 
9 月 
～ 

11 月 

中間発表会 
個人面談 

中間発表会を行い、研究の進捗状況に

ついて、質問やアドバイスを受け、研

究を進展させる。 

12 月 
～ 

2 月 

最終発表会 
研究レポートの提出 

最終発表会を行い、質問や感想をもら

う。レポートを作成する。3 年生は 1
月末、1・2 年生は 2 月末にレポートの

提出を行う。 

 

10 月以降は、研究成果をまとめてレポートにまとめる作業にはいる。これが

翌年の 1 月まで続き、1 月に 3 年生が最終発表とレポート提出、2 月に 1・2 年

生が最終発表とレポート提出となる。3 年生は、大学受験直前になると学校に

登校しないで自宅で勉強したり、予備校の入試対策直前講習会に行ってしまっ

たりするので、担任を通じてレポート提出の催促をすることが毎年恒例のよう

にあり、苦労した。レポートを提出しないと単位を認定できないし、調査書や

指導要録にも記載する欄があるので、レポート提出することを周知徹底する必

要がある。 

1 年を通じて肝心なのは、やはり 4 月当初の学校全体で統一をとった動きを

する時期である。表 3 が自由研究の 4 月の動きをまとめたものである。1 年生

から 3 年生まで自分のクラスから離れて各ジャンル別のクラスに移動する時ま

でには、各クラスの担任は足並みを揃えておく必要がある。 
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表 3 「総合的な探究の時間」の 4 月の指導計画 

 
註 表 3 は 2017（平成 29）年度の 4 月の指導計画である。 

 

また、2 つ以上の学年の生徒をひとまとめにした学級（クラス）を複式学級

というが、この学級方式で学習を行うことになっている。普段は同じ学年の生

徒集団で学習している生徒にとっては、やりにくさがあり、緊張した雰囲気で

ある。1 年生にとっては、3 年生と席が同じになるという体験はかなりストレ

スになりやすい。青年期の様々な悩みを抱えながら学習生活を送る高校生の気

持ちを考慮して、指導をしていく必要がある。指導する教員側もやりにくさが

あり、しかも担当するジャンルごとの指導は個々の顧問に任されているので、

千差万別である。今後、統一して指導内容にも工夫が必要であると考えられる。 

表 3 の内容から、4 月は 2 回しか授業がなく、5 月の連休明けからジャンル別

に集まり、いよいよ始まるということになる。共同研究や医歯薬コースは、別々

の動きをするので、注意を要する。転勤したばかりの教員はなおさらである。 
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（５）「自由研究」におけるカリキュラム・マネジメント 

教員や生徒が研究の進捗状況をどのように把握していくかということにつ

いては、「自由研究カード」というものをつくり、これを生徒に 1 枚ずつ配布す

るようにしている。自分で 1 年間の研究の進展についてポートフォリオの簡易

的なものとして現在の教員の負担を考えて作成したものである。教員は自由研

究ばかりに労力を費やすわけにはいかないので、全体の教育活動の中でバラン

スを考えて「自由研究」の指導に費やす時間を考慮しなければいけない。資料

3 がその自由研究カードである。 

生徒全員にこのカードを配布して、このカードで「自由研究」のカリキュラ

ム・マネジメントを行うことになる。1 年間使用するので A4 版の厚紙で用意

している。このカードの表にクラス、担任、顧問、テーマ（研究課題）、研究計

画、ジャンル等を記入し、裏に毎回の研究経過を記入するように指導する。こ

れは、毎回、授業開始直後に配布し、授業終了直前に回収し、顧問が出欠や研

究経過を確認することになっている。 

 

  
資料 3 自由研究カード（表・裏） 
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年度末に「年間の反省の欄」に生徒自身で反省を記入して、レポートととも

に顧問に提出する。顧問は各自の自由研究カードを回収し、レポートを読んだ

のちに顧問所見欄に講評を記載する。この講評の記載内容が、そのまま調査書

や指導要録の記載内容になる。記載の責任は顧問にあり、講評の内容を変更す

ることはできないことになっている。欠席時数も計算して法定字数の 3 分の 2

に達していない場合は、補習等を行うことになっている。 

 

（６）自由研究の成果の発表 

 

写真 4 自由研究概要集 

 

高等学校段階の生徒はどのような自由研究をしているのだろうか。毎年の

「自由研究」について、年度末にすべてのレポートが集められた後、ジャンル

ごとに顧問が優秀な作品を 1～2 点選んで推薦する。 

そののち、推薦された生徒は、「自由研究」のレポートの成果の概要を A4 版

2 段組 4 枚以内にまとめて提出し、これらをまとめて『自由研究紀要概要集』

（写真 4）として製本して、1 年生から 3 年生までの全生徒に配布している。

このほかにも 4 月入学予定の中学生にも入学候補者説明会でこの紀要を配布し

ている。集められた全ての 1・2 年のレポートは翌年度の 5 月頃に図書館に展
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示し、その後 9 月頃に生徒に返却するようにしている。3 年生は卒業式前に返

却している。 

毎年の優秀作品によって作成される紀要の 2013（平成 25）年度から 2016

（平成 28）年度までの 4 年分の研究課題を抜き出してまとめたものが、表 4 で

ある。 

表 4 に記載された表題をみていくと、実に多彩な探究課題がある。題名につ

いては、研究内容に適切かどうか指導の余地が多分に残されている。しかし、

何より興味・関心に基づく探究学習である。このことは、「総合的な探究の時間」

のあり方を考える上で最も重要な視点である。研究の善し悪しよりも、自分で

課題を立て、情報を集め、整理・分析して、まとめ・表現することが重要であ

る。これが本来の意図するところであり、生徒の考える探究課題に限定条件を

できるだけつけないようにするのがよりよい姿ではないだろうか。自分で決め

た研究課題は与えられたものより意欲・関心・態度が大きく違うものである。

2020（令和 2）年度の日本生活科・総合的学習教育学会の小学校段階での総合

的な学習の実践研究の中には、例えば、「エネルギー問題を考え、自然環境との

共生を目指す」という研究課題での総合的な学習(31)、1 年間を通じて和紙をつ

くる工程を楮の苗から育てることからはじめるという総合的な学習(32)など優

れた実践研究が報告されている。 

しかし、これらの総合的な学習は、開始する前に探究しようとする課題の大

枠がすでに設定されており、その中でどのように学習するかという形式である。

これは小学校段階での総合的な学習を考えれば当然のことである。しかし、そ

うした学習を経た上で、高等学校段階になると、やがてこの先の自分の未来を

思い、就職や進学を意識し、将来について自己を見つめる時期に来ているため

に、個人を中心に自分の興味・関心のある分野での課題研究が小・中学校段階

総合的な学習の上に一歩進んだ「探究」として必要ではないかと考える。 
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表 4 自由研究優秀作品の探究課題一覧 
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さらに国際理解、情報、環境、福祉・健康などの現代的な諸課題に対応する

横断的・総合的な課題、地域や学校の特色に応じた課題、職業や自己の進路に

関する課題も含まれており、改めて新学習指導要領の趣旨に沿ったものである

ことがわかる。 

 

 
写真 5 文化祭での発表会の様子 

 

また、近年では、文化祭で推薦作品の自由研究の発表会を催して、口頭発表

もしくはポスター発表をするようになった。自分のジャンル以外の生徒たちの

研究を聞いてその研究方法や内容に刺激を受ける生徒たちがいる。 

優れた自由研究をした生徒は、そのレポートを携えて、さらに希望する大学

で研究を続けようと考え、これを自己推薦の材料とし、大学に入学しようとす

る者が出るようになった。 

また、高校生を対象として実施されている様々なコンクールに自分の研究論

文を応募することに挑戦し、めでたく賞に選ばれる事例も見受けられるように

なった(33)。 

 

（７）自由研究と他教科の連携 

表 4 にある各生徒の探究課題を、中学生の考えた探究課題(34)と比較すると高

校生の方がより専門性が高まっているように見受けられる。高等学校に入学し
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てから、新しい教科の学び、あるいは文化系部活動に取り組んでいくなかで、

自分が興味・関心のある探究課題を見つけていることがわかる。 

日本史では、表 4 にある「大相撲の歴史」（2013 年度番号 7）、「太平洋戦争

の歴史」（2014 年度番号 1）、「骨が語る日本列島人の歴史」（2016 年度番号 3）

など、授業で学んできた知識を基盤にさらに主題を決めて研究活動を行ってい

る。今までの日本史 A・B という科目は、2022（平成 34）年度より、歴史総合、

日本史探究という科目になるが、この科目についての新学習指導要領の記述に

は、諸資料を活用し、課題を追究したり解決したりする活動を通して知識、思

考力、判断力、表現力を身に付ける(35)とあり、これらの生徒たちの研究は、そ

のまま、歴史科目の指導内容に重なっている。 

 

 

写真 6 演奏発表の様子 
（選択音楽の授業） 

写真 7 ポスターセッションの様子 
（選択日本史の授業） 

 

近年、教育界では、アクティブ・ラーニングと呼ばれる討論や発表などを重

視した授業の実施が声高に叫ばれるようになった。しかし、現場では、こうし

た風潮が生徒への過剰な負担になっているのも事実である。こうした中で生徒

は、授業の内容と総合的な学習をリンクさせて研究や発表を行うようになって

きている。自由研究で楽曲を研究し、それを音楽の発表の授業（写真 6 参照）

で活かしたり、歴史の授業（写真 7 参照）で「自由研究」の内容を主題研究の

内容としてポスターセッションの形式で発表したりしている。 
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また、表 4 の研究課題を見ていくと、吹奏楽部、合唱部、鉄道研究部、理科

部、サッカー部などで活動している生徒たちが、部活動と関係する研究課題を

見つけ出していることがわかる。好きな自分たちの部活動と自由研究を連携さ

せて同じ分野や方向性を持つ研究課題を考えている。 

 

（８）自由研究における評価 

高等学校も中学校と同様に総合的な学習の評価については、英語や国語のよ

うな科目ごとの 5 段階や 10 段階などの評価はせずに、どのようなことをした

のかを文章でまとめるという形式である。自由研究カード（資料 4）の顧問記

入欄の部分がマス目入りの 45 字の枠になっており、50 字以内で自由研究の内

容を評価としてまとめるように決めた。そして「自由研究」の顧問の記入した

内容を、クラス担任が調査書や指導要録に写すことになっている。全校の生徒

が一律に同じ評価を受けるために 50 字以内ということになっているが、これ

は、調査書や指導要録に書き込める文字数からくる限定条件でもある。例えば、

このように書いている。 

例 1） 洋書を読むことへの興味関心が強く、意欲的な態度で丹念に資料を

精読し、そのレポートには着実な取り組みの成果が表れている。 

例 2） 原爆の道を開いてしまったアインシュタインの苦悩と平和構築への

努力について、真摯な姿勢で研究に取り組んだ。 

このような評価については、今後、再校の余地があると考えるが。研究課題

の多様性と成績の公平性を考えると難しい問題である。 

「自由研究」の発表会についても、次へのステップの指針であることから、

生徒同士で評価しあい、お互いを高めていく工夫が必要であろう。中学校の実

践では、評価用紙を配布して授業の他の生徒の発表を漫然と聞くのではなくて

自分で評価するように指導していたが、同様のことを高等学校でも試みること

はできるはずである(36)。 
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おわりに 

1970（昭和 45）年に生徒の要望から始まった「自由研究」という学校設定教

科が、30 年後にできた「総合的な学習（探究）の時間」と、目標や内容が適合

していることで、そのまま運用されていることがわかった。そしてこの授業は、

教員ばかりでなく生徒もその運用に関わっており、こうした形式が現在まで引

き継がれてある程度完成されたものになっている(37)。 

この「自由研究」について、実際に取り組んできた者として、問題も多いよ

うに感じている。生徒の授業への取り組みについて、何もしていなかったり、

他の教科の勉強をこっそりしていたりする生徒を多く見かけた。提出されるレ

ポートも玉石混淆となる。今後、教員集団がもう少し歩調を合わせて、どのよ

うに指導していくかが課題であろう。 

教育実践というものは、様々な個性を持った児童・生徒と教員の間で、営ま

れる教育的営為で、独自性がある。その意味で、全国各地で様々な教育実践が

あり、その実践研究の積み重ねこそが総合的な学習を豊かなものにしていくの

ではないだろうか。 

 

 

 

註 

(1) 総合的な学習は教科という扱いではないので、「英語という教科」のような表現

ができず苦慮する。教科が本来持つような系統的な知識内容がない。教育制度、

時間、領域と呼ぶ場合があり、また、誤解を承知で教科としている場合がある。 
(2) 学習指導要領は、数年おきに小改訂が行われ、10 年おきに大改訂が実施されて

いる。 
(3) 文部科学省『高等学校学習指導要領』（2009（平成 21）年）。 
(4) 文部科学省『高等学校学習指導要領』（1999（平成 11）年）第 1 章 総則 第 5 款 

各教科・科目、特別活動及び総合的な学習の時間の授業時数等を参照。 
(5) 文部科学省『高等学校学習指導要領』（2009（平成 21）年）第 1 章 総則 第 2 款 

各教科・科目及び単位数等を参照。 
(6) 文部科学省『高等学校学習指導要領』（2018（平成 30）年）第 1 章 総則 第 2 款 

教育課程の編成を参照。 
(7) 1953（昭和 28）年に設置された教育・学術・文化政策策定のための文部科学大
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臣諮問機関。「中教審」と略称される。教育の振興、生涯学習の推進、スポーツ

の振興などの重要事項を調査審議する。中央教育審議会の答申を受けて学習指導

要領がつくられる。今までの数々の答申が、戦後の日本の教育政策・制度改革を
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(8) 「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善

及び必要な方策等について（答申）」（2016 年 12 月 21 日、中央教育審議会）。 
(9) 前掲、中央教育審議会答申、236 頁。 
(10) OECD が進めている PISA（Programme for International Student Assessment）

と呼ばれる国際的な学習到達度に関する調査のこと。調査の対象となるのは「調

査段階で 15 歳 3 か月以上 16 歳 2 か月以下の学校に通う生徒」で、日本では高等

学校 1 年生に相当する。調査内容は読解力、数学的リテラシー、科学的リテラシー

の 3 分野で、すべて合わせると 250 問程度の問題を回答することで調査する。 
(11) 前掲、中央教育審議会答申、236 頁。 
(12) 前掲、中央教育審議会答申、236 頁。 
(13) 文部科学省『高等学校学習指導要領（平成 30 年告示）』（2019（平成 31 年、東

山書房）、475 頁。 
(14) 文部科学省『高等学校学習指導要領（平成 30 年告示）解説 総合的な探究の時間
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求められる力を高める総合的な学習の時間の展開－総合的な学習を核とした課

題発見・解決能力、論理的思考力、コミュニケーション能力等向上に関する指導

資料－（高等学校編）』（教育出版、2013（平成 25）年）がある。 
(17) 註(14)に同じ。42 頁。 
(18) 註(14)に同じ。42 頁。 
(19) 註(14)に同じ。52 頁。 
(20) 2000（平成 12）年までは学会誌の名称は『せいかつか』であったが、翌年から

『せいかつ＆そうごう』にその名称が変更になった。 
(21) 「私の授業づくり」は、『せいかつ＆そうごう』において 4 頁分で紹介される実

践報告である。 
(22) 今井英文「高等学校の「総合的な学習の時間」を活用した生徒の研究活動と教師
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（『せいかつ＆そうごう』19 号、2012（平成 24）年）、64～70 頁。 
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（『せいかつ＆そうごう』24 号、（2017（平成 29）年）、24～33 頁。 
(26) 廣瀬志保「高等学校の「総合的な学習の時間におけるカリキュラム改善の試み－
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